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News Release 
 

デロイト トーマツ、内部通報マネジメントシステム構築 

助言サービスの提供開始 
 

改正公益通報者保護法により内部通報制度の有効性向上が求められる中、国内外で一貫した

グローバル内部通報制度の構築を助言 

 

デロイト トーマツ グループのデロイト トーマツ リスクサービス株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 岩村篤 以

下、デロイト トーマツ）は、企業の内部通報制度の有効性向上を支援するために内部通報マネジメントシステム構築助

言サービスの提供を開始します。 

 

2022年6月1日に施行予定の改正公益通報者保護法では、従業員300名超の組織に対して内部通報制度の体制

整備が義務化されます。しかし、デロイト トーマツの調査*1によると改正公益通報者保護法について、内容を含め知らない

人の割合が36.9%となり、理解が進んでいません。公益通報者保護を目的とした内部通報制度の体制整備はコーポレー

トガバナンスコードによっても明示的に求められており、多くの企業で何らかの対応がされているものの、法規制によりペナル

ティが課せられる可能性もあります。そのため、今後はより有効性の高い体制や運用が求められることになります。 

 

多くの日本企業が進出している海外においても、公益通報者を保護する法規制が整備されつつあります。例えば欧州

では、EU公益通報者保護指令が発布され、指令に基づいてEU加盟各国が公益通報者を保護する法令の整備もしく

は改正を行いました。これらの規制の動向は通報者保護の強化と共に日本本社で運営するグローバル内部通報制度に

対するステークホルダーの信頼を得ることの重要性を示しています。海外に進出している日本企業においては国内法の基

準である11条指針*2のみではなく、例えば、ISOといった国際的な基準を参照して内部通報制度を整備・運用することが

有効と考えられます。 

 

本サービスでは、企業が11条指針に準拠し国際規格であるISOの基準を参照しながら、既存の内部通報制度の有効

性を高めるために、必要な方針、一連のプロセス・手続きの整備を行うことを支援します。具体的には内部通報制度のマ

ネジメントシステムに必要となる規程、基準、手順書、周知文書等アイテムの雛形を提供すると共に、内部通報制度の

アセスメント支援など、企業が内部通報制度の刷新を図るための助言を行います。 

 

  

2022 年 3 月 17 日 

デロイト トーマツ グループ 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/cm/survey-report-whistleblowing-system.html
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〇内部通報マネジメントシステム構築助言サービスの特徴 

 企業が11条指針に準拠し国際規格であるISOの基準を参照しながら、内部通報制度マネジメントシステムを構

築するために必要となる規程、基準、手順書、周知文書、担当者指名文書、通報中継レポート、調査票および

定型返信文などの関連雛形資料を提供します。 

 デロイト トーマツでは内部通報制度構築の支援や外部窓口として内部通報の中継業務を10年以上継続して企

業に提供しており、その知見や考え方に基づき上記雛型の作成と共に個社毎の課題への助言を行います。 

 本サービスは、内部通報マネジメントシステムアセスメントシートおよび ISO 37002*3 規格票の活用を前提としてい

ます。これにより、11 条指針を満たす体制であるか否かの検証、ISO 37002 の詳細な細分箇条と自組織の内

部通報制度との比較や、WCMS*4 審査基準との比較検証を効率的に行うことができます。アセスメントシート*5 お

よび ISO 37002 規格票*6 の知的財産権は他団体に属しており、別途正規の販売者から事前に購入する必要

があります。 

 

*1 デロイト トーマツ グループ「内部通報制度の整備状況に関する調査 2021 年版」 

*2 11 条指針：公益通報者保護法第 11 条第 1 項及び第 2 項の規定に基づき事業者がとるべき措置に関して、その適切

かつ有効な実施を図るために必要な指針 

*3 ISO37002：ISO 37002:2021 Whistleblowing management systems - Guidelines 

*4 WCMS：Whistleblowing Compliance Management System 

*5 一般社団法人日本コンプライアンス＆ガバナンス研究所が販売しています  

*6 一般財団法人日本規格協会が販売しています 

 

 

＜報道機関の方からの問い合わせ先＞ 

デロイト トーマツ グループ 広報担当 内山 

Tel: 03-6213-3210  Email: press-release@tohmatsu.co.jp 

 

 

デロイト トーマツ グループは、日本におけるデロイト アジア パシフィック リミテッドおよびデロイトネットワークのメンバーであるデロイト トーマツ合同会社ならびにそのグループ法人

（有限責任監査法人トーマツ、デロイト トーマツ コンサルティング合同会社、デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社、デロイト トーマツ税理士法人、DT 弁

護士法人およびデロイト トーマツ コーポレート ソリューション合同会社を含む）の総称です。デロイト トーマツ グループは、日本で最大級のビジネスプロフェッショナルグループのひ

とつであり、各法人がそれぞれの適用法令に従い、監査・保証業務、リスクアドバイザリー、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、税務、法務等を提供しています。

また、国内約 30 都市以上に 1 万 5 千名を超える専門家を擁し、多国籍企業や主要な日本企業をクライアントとしています。詳細はデロイト トーマツ グループ Web サイト

（www.deloitte.com/jp）をご覧ください。 

 

Deloitte（デロイト）とは、デロイト トウシュ トーマツ リミテッド（“DTTL”）、そのグローバルネットワーク組織を構成するメンバーファームおよびそれらの関係法人（総称して“デ

ロイトネットワーク”）のひとつまたは複数を指します。DTTL（または“Deloitte Global”）ならびに各メンバーファームおよび関係法人はそれぞれ法的に独立した別個の組織

体であり、第三者に関して相互に義務を課しまたは拘束させることはありません。DTTL および DTTL の各メンバーファームならびに関係法人は、自らの作為および不作為につ

いてのみ責任を負い、互いに他のファームまたは関係法人の作為および不作為について責任を負うものではありません。DTTL はクライアントへのサービス提供を行いません。

詳細は www.deloitte.com/jp/about をご覧ください。 

 

デロイト アジア パシフィック リミテッドは DTTL のメンバーファームであり、保証有限責任会社です。デロイト アジア パシフィック リミテッドのメンバーおよびそれらの関係法人は、

それぞれ法的に独立した別個の組織体であり、アジア パシフィックにおける 100 を超える都市（オークランド、バンコク、北京、ハノイ、香港、ジャカルタ、クアラルンプール、マニ

ラ、メルボルン、大阪、ソウル、上海、シンガポール、シドニー、台北、東京を含む）にてサービスを提供しています。 

Deloitte（デロイト）は、監査・保証業務、コンサルティング、ファイナンシャルアドバイザリー、リスクアドバイザリー、税務、法務などに関連する最先端のサービスを、Fortune 

Global 500®の約 9 割の企業や多数のプライベート（非公開）企業を含むクライアントに提供しています。デロイトは、資本市場に対する社会的な信頼を高め、クライアン

トの変革と繁栄を促し、より豊かな経済、公正な社会、持続可能な世界の実現に向けて自ら率先して取り組むことを通じて、計測可能で継続性のある成果をもたらすプロ

フェッショナルの集団です。デロイトは、創設以来 175 年余りの歴史を有し、150 を超える国・地域にわたって活動を展開しています。 “Making an impact that matters”を

パーパス（存在理由）として標榜するデロイトの約 345,000 名のプロフェッショナルの活動の詳細については、（www.deloitte.com）をご覧ください。 
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